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第 1. 事 業 概 要 

 

石川県産業創出支援機構（ＩＳＩＣＯ）は、平成１１年の設立以来、県内中小・ベンチャー企業の中核的

支援機関として国や県の様々な産業支援施策を活用しながら、県内中小企業の経営の安定と発展を積極的に

支援してきた。 

 

こうした中、新型コロナウイルスの感染拡大は、本県地域経済にも大きな打撃を与え、当機構では、

厳しい経営環境にある事業者を支援するため様々な緊急的な支援を行ってきたが、併せて、地域経済の

正常化に向け、企業活動のあらゆる段階を一貫してきめ細かく支援した。 

 

特に、地域経済の正常化に向けて、外部専門家派遣制度を大幅に拡充するとともに、窓口相談業務に

おいて創業や経営革新、経営改善、事業再生など、一貫した相談支援体制を構築して経営力強化を支援

し、売上の確保や新たな成長を目指した新分野への進出、事業転換等への取り組みを支援した。 

また、新型コロナウイルスの感染拡大を契機に、その重要性が一層高まっているデジタル化の推進や

デジタル技術を活用した新産業の創出など、将来の飛躍・発展に向けた取り組みを支援した。 

 

これらを中心に、企業が抱える様々な課題に対応していくため、以下の事業に取り組んだ。 

  

１．新産業の創出支援 

・産学官連携による技術研究開発の推進、国等の大型共同研究開発プロジェクトの実施 

・地域の産業化資源を活用した新たなビジネスの創出 

・創造的・意欲的中小企業の発掘、創業・新事業支援 

・知的財産の保護・活用や外国出願支援 等 

 

２．新市場の開拓推進 

・受発注取引情報の収集提供と取引斡旋 

・販路開拓アドバイザー等による取引斡旋 

・首都圏等とのオンライン商談会による新市場開拓の推進 等 

  

３．経営基盤の強化促進 

・情報誌「ＩＳＩＣＯ」、ホームページを活用した産業情報の提供 

・アドバイザーによる窓口相談、外部専門家派遣等を活用した経営力強化支援 

・新型コロナ感染症の影響を受けた企業等への支援 

・助成金や設備の貸与による設備導入支援  

・ものづくり企業を中心とした産業人材の育成支援 等 

 

４．産業振興施設の管理運営 

・「地場産業振興センター」の管理運営 

・「フロンティアラボ」「クリエイトラボ」の整備・運営 

・「石川ハイテク交流センター」を拠点とするサイエンスパーク内の交流連携の促進と活性化支援 等 
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第 2. 事業別実施状況 
 

Ⅰ．新産業の創出支援 

 

１．産学官連携技術研究開発事業 
 

（１）新技術・新製品開発事業化可能性調査事業 
新技術・新製品の効率的な研究開発、事業化を推進する目的で、開発の前段階で実施する予

備的検討のための調査を支援した。 

 

「新技術・新製品開発事業化可能性調査事業」 

○令和３年度採択件数  ５件（助成額５,８７８千円） 

 ①熱可塑CFRPプレス成形におけるフィードフォワード制御の適用技術調査（金工大） 

②LED防犯灯におけるクモの巣による汚れ防止技術の開発可能性調査（県立大） 

③工場排水等未利用水流エネルギーの有効活用に向けた小規模分散型水力発電システム開発 (県立大) 

④アルミとCFRPとのマルチマテリアルロッドの開発（金工大、工試） 

⑤超微弱電流発生空気除菌消臭装置「ナノテクビーム」の殺菌・消臭力強化に関する調査 

     「東京大学先端科学技術研究センター共同研究支援事業 新技術・新製品可能性調査」  

◯令和３年度採択件数  ３件（助成額１,９１９千円） 

 ①金箔・先端技術・デザインの共創による斬新な製品開発に向けた調査 

②RE100地域ブランドの開発・事業化に向けた調査 

③NC工作機械の人工知能化技術確立に向けた基礎研究 

 

  （２）新技術・新製品研究開発支援事業 

     新産業の創造を図るため、次世代産業の基礎となる基盤技術の高度化やデジタル技術を搭載

するなどの新技術・新製品の研究開発及び実用化研究等を支援した。 

 

     「新技術・新製品研究開発支援事業」 

      ○令和３年度採択件数  ４件（採択額４７,０００千円） 

       ①薄物研磨布による半導体シリコンウェハの高精度加工方式の開発（工試） 

②前方の柱をなくすことで視界が拡大し、新機能ドアを採用したオリジナル運転室の開発 

③環境配慮型繊維製品用透湿防水フィルム製造技術の開発 

④新たな殺菌技術「深紫外線LED」を備えた食品製造機械の研究開発 

      ○令和３年度助成件数  ５件（助成額４１，３１５千円）  

「デジタル技術開発支援事業」  

◯令和３年度採択件数  ２件（採択額３１,０００千円） 

 ①次世代バーチャルオフィスシステムoViceのモバイル端末への組み込み開発および実装 

②高速度カメラの動画による異常検出機能の開発（金大、工試） 

      ○令和３年度助成件数  ３件（助成額１５，７２０千円） 

「東京大学先端科学技術研究センター共同研究支援事業 新技術・新製品研究開発支援」  

◯令和３年度採択件数  １件（採択額６,０００千円） 

 ・排熱利用移動式水素製造装置の開発 

◯令和３年度助成件数  ２件（助成額７,１９１千円） 
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 （３）次世代産業創出支援事業 

次世代産業の創出を図るため、今後の地域経済の牽引役として期待される分野（ライフサイ

エンス分野、炭素繊維分野、航空機分野、エネルギー・脱炭素化分野）の産学・産業間連携に

よる研究開発を支援した。 

 

[炭素繊維分野] 

○令和３年度採択件数  ２件（採択額３６,０００千円） 

①多品種製造を可能とする現場重合型熱可塑性樹脂による引抜き間欠プレスハイブリッド成形システムの構築(金工大､工試) 

②オートクレーブとプレスのハイブリッド成形による熱可塑性CFRPの成形手法とその装置の開発(工試) 

      ○令和３年度助成件数  ５件（助成額２５,９４６千円） 

[航空機分野] 

○令和３年度採択件数  １件（採択額２０,０００千円） 

  ・防衛省向け大型航空機用降着装置部品の石川県内一貫生産体制の構築と事業化 

○令和３年度助成件数  ２件（助成額２４,０３３千円） 

[エネルギー・脱炭素化分野] 

○令和３年度採択件数  １件（採択額４,０００千円） 

 ・磁歪振動発電素子を使用した高効率汎用電源の開発（金大） 

○令和３年度助成件数  １件（助成額４,０００千円） 

[ライフサイエンス分野] 

○令和３年度助成件数  ２件（助成額１７,３８６千円） 

 

（４）農林水産物機能性等評価・実証支援事業 

地場の農林水産物やその加工品が有する機能性成分等の評価・実証を支援した。 

 

 ◯令和３年度採択件数  １件（助成額２,４７５千円） 

  ・乳酸菌により発酵した能登産野菜の成分・機能性評価 

 

（５）事業化促進支援事業 

     集中支援分野（炭素繊維、ライフサイエンス、航空機、エネルギー）等において、県内企業

の事業化促進を図ることを目的とし、これまでに取り組んだ研究開発成果の事業化に向けた評

価・実証試験等の取り組みに対して支援した。 

 

      ○令和３年度採択件数  １件（採択額５,０００千円） 

       ・全方向車両移動認識システムによる交差点交通量のモニタリングシステムの事業化(金工大) 

      ○令和３年度助成件数  ２件（助成額１０,２２２千円） 

 

（６）航空機産業連携促進事業 

航空機装備品部品、航空機エンジン部品等の事業分野における新規受注の獲得、特殊工程を含

む一貫生産体制の構築などの支援実績を基に、専門家派遣事業により、さらなるコア技術と管理

技術の向上、Nadcap認証、顧客認定の取得と更新など受注能力と国際競争力の強化を図った。 

また、新造航空機部品、MRO（Maintenance,Repair,Overhaul）部品のみならず宇宙産業機器事

業への参入・展開も支援した。 

 

○事業内容 

①新造航空機部品、ＭＲＯ部品および宇宙産業機器部品への事業分野の拡大 

②外部専門家による生産技術・管理技術の向上と各種認証・認定の取得と更新 
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③受注企業等への訪問による受注開拓、MROアジア-パシフィック、エアロマート・名古

屋の調査など国内外販路開拓 

④事業再構築補助金などの競争的補助金の申請に係る事業計画の策定と申請のアドバイス 

 

（７）炭素繊維複合材料連携促進事業 

   炭素繊維複合材料に関する取り組みの成果を事業化につなげるために、川下産業が集積し、

炭素繊維複合材料の研究開発プロジェクトに取り組む東海地域との連携を図ることにより、川

上から川下まで一貫した協力体制の構築を目指すとともに、炭素繊維の用途拡大や県内企業の

製品開発・事業化の加速化を図った。 

 

  ○事業内容 

   ①東海・北陸連携コンポジットハイウエイ構想推進に向けたシンポジウム等の開催 

   ②炭素繊維複合材料の用途拡大に向けた研究会の開催 

 

（８）医工連携イノベーション推進事業 

   医工連携による医療機器の開発・事業化を推進するため、名古屋産業科学研究所中部TLOを中

心に東海北陸地域において広域連携拠点を形成し、当該地域から医工連携プロジェクトが持続

的に生み出される基盤の構築を図った。 

 

○事業内容 

①モノづくり企業情報収集 

②候補企業の探索 

③マッチングイベントの開催 

④公募事業への申請支援（国等補助金申請書の作成支援） 

 

（９）デジタル技術・システム研究開発加速支援事業 

新産業の創造を図るため、デジタル技術を搭載した新技術・新製品の研究開発のうち、開発

期間が短いものを集中的に支援した。 

 

     ○令和３年度採択件数  ４件（助成額４０,０００千円） 

①資源ゴミAI自動選別機の開発 

②金属加工業向けのNCプログラミング完全自動化ソフトウェアの開発 

③ロ ボ ッ ト 加 工 機 と デ ジ タ ル ツ イ ン 技 術 を 融 合 さ せ た 新 素 材 加 工 向 け 高 度 生 産 シ ス テ ム 開 発(金工大) 

④放送局における信号自動監視による省力化製品の開発 

 

（１０）戦略的基盤技術高度化支援事業 

製造業の国際競争力強化と新たな事業の創出に資するため、以下の９テーマに取り組む産学

官の共同研究体による、実用化に向けた研究開発を実施した。 

 

 ○令和３年度採択件数  ３件 

①衛星用バッテリーに搭載するチタン製軽量電池缶ケースのプレス加工金型に付する表面処理技術の開発  

②デジタル制御撚糸加工技術とエレクトロスプレーメッキ加工技術による導電糸特性の高度化に関する研究開発  

③世界初となるデジタルツインを実現したSDGsに資する革新CFRP中間材料の開発 

○過年度継続件数    ６件 
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２．産業化資源活用推進事業 

 

（１）新商品等開発・販路開拓支援事業 

産業化資源を活用した中小企業等（小規模企業者を含む）による新商品・新サービスの市場

調査から、開発、全国・海外市場での販路開拓に至るまでの取組を支援した。 

 

「中小企業による全国・海外市場を狙った産業化資源活用商品等の開発・事業化支援事業」 

○令和３年度採択件数：３１件（採択額 ９３，０００千円） 

○令和３年度助成件数：８８件（助成額 ８４，９５３千円） 

「小規模企業枠」 

○令和３年度採択件数：１０件（採択額 １５，０００千円） 

○令和３年度助成件数：２７件（助成額 １５，１２９千円） 

「オリンピック・パラリンピック特別枠」 

○令和３年度助成件数： ３件（助成額  １，０００千円） 

「商品の魅力向上への取り組みに対する支援事業」 

○令和３年度採択件数： ６件（採択額  ６，０００千円） 

○令和３年度助成件数：１４件（助成額  ６，５０９千円） 

「新商品開発のための事前調査事業」 

○令和３年度採択件数：１１件（採択額  ６，０００千円） 

○令和３年度助成件数：１１件（助成額  ４，２９２千円） 

 

（２）ものづくり企業特別支援事業 

本県経済をけん引する機械や繊維等のものづくり企業による新製品等の市場調査から、開発、

全国・海外市場での販路開拓に至るまでの一貫した取組を支援した。 

 

○令和３年度採択件数： ７件（採択額 ６０，０００千円） 

○令和３年度助成件数：１７件（助成額 ３２，７５１千円） 

 

（３）企業間・異業種連携支援事業 

複数の企業や異業種連携、産学官連携等による新商品・新サービスの市場調査から、開発、

販路開拓に至るまでの一貫した取り組みを支援するほか、海外バイヤーと連携して現地ニー

ズに則した商品改良を行い、海外展開に取り組む県内企業を支援する。 

 

○令和３年度採択件数： ９件（採択額 ４２，０００千円） 

○令和３年度助成件数：２２件（助成額 ３１，３０３千円） 
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 ３．創造的企業指導育成支援事業 

 

（１）ベンチャー企業創出育成支援事業  

将来の本県産業を牽引していくような革新的な技術、製品・サービスを持ったベンチャー企業

の創出・育成を図るため、全国公募による公開審査で３名の認定起業家を選定し、経営指導の専

門家を中心とした支援チームによる集中的な支援や優秀起業家へのスタートアップ資金を助成す

ると共に、本年度から社会課題を解決するため、石川県内において革新的なビジネスで創業する

意欲を持つ方々を全国公募し、１名の起業家を認定し、スタートアップ資金を助成した。 

 

○新規認定企業数   ４社 

○助成企業数     ９社（助成額  １０，５３０千円） 

 

また、県内支援機関と協力して、起業家、学生、企業、支援機関等が気軽に集える「いしか

わスタートアップステーション」を開催し、オープンイノベーション等をテーマとしたセミナ

ーを開催した。 

 

（２）移住・起業支援金助成 

東京から本県に移住し、ＩＳＩＣＯの支援を受けて起業する者に対して、店舗の設備費等の起

業費用の一部を助成し、支援した。 

 

○令和３年度採択件数 ５件（助成額  ３，８６７千円） 

 

（３）女性のための起業支援プラットフォーム強化事業 

起業を志す、または事業を進めるうえで課題を抱える創業間もない女性起業家をフォローでき

る体制を構築し、女性のニーズに応じたきめ細やかな支援を実施した。 

 

○小規模セミナー     ４回（参加者：１７名） 

○ポップアップショップ  ６回（延べ１６日間） （出店者：２５者） 

起業を目指す女性による期間限定のショップを開催 

○チャレンジショップ   ８日間（出店者１者） 

     起業を目指す女性がより実店舗運営に近い形で週替わりのショップを実施 

 

４．知的財産保護・活用支援事業 

 

（１）知的財産活用支援事業 

地域の中小企業の知的財産に関する悩みや課題解決を支援するため、「知的総合相談窓口」を

設置し、ワンストップの相談業務を行ったほか、知的財産への意識が希薄な中小企業に対して、

知的財産活用の重要性を促すための普及啓発を行った。 

○相談件数     １，８１０件 

○周知件数       １２８件 

 

（２）外国出願支援事業 

県内中小企業の外国出願を促進し、海外展開を図るため、外国への特許・商標出願を支援した。 

○特許部門  採択件数 ： ２件 
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Ⅱ．新市場の開拓推進 

 

１．受注開拓推進事業 
 

（１）取引情報収集提供事業 

県内中小企業の受注機会の拡大を図るため、職員やアドバイザーによる巡回調査や県外発注企

業への訪問を積極的に実施するとともに、インターネットや情報誌、企業名簿の配布等を通じ、

広く受発注情報・製品情報等の収集提供を行い、取引あっせんを推進した。 

 

       ○発注開拓企業件数        ３９１件 

       ○あっせん紹介件数        １９２件 

       ○あっせん成立件数          １７件 

       ○あっせん成立金額    ４１，２９６千円 

       ○年間取引見込額   １３４，０７７千円 

 

（２）受注開拓支援事業 

県内中小企業が保有する自社開発製品や独自技術を広くＰＲするため、広域的な展示会・商談

会の開催を計画していたが、コロナウイルス感染拡大の影響により殆どが中止。コロナ化におけ

る対応としてオンラインによる商談会を積極的に実施した。 

 

「ビジネス創造フェアいしかわ」（中止） 

「石川県企業交流懇談会」（中止） 

「石川県受注開拓懇談会」（中止） 

「石川県ビジネス商談会」（※代替え事業） 

 ○参加発注企業：２５社 

 ○参加県内企業：８２社 

 ○工 場 視 察 ：２１社が延６５社を視察 

「石川県技術提案型展示・商談会」（中止） 

「招聘型商談会」 

○開 催 回 数 ：３２回  

○招 聘 企 業 ：３２企業 

○視 察 企 業 ：県内企業９７社と商談 

     「オンライン商談会」 

○開 催 回 数 ：２８回  

○招 聘 企 業 ：２８企業 

○視 察 企 業 ：県内企業５７社と商談 

 

２．販路開拓推進事業 

 

（１）首都圏等新製品販路開拓支援事業 

県内中小企業等が開発した新製品等の販路開拓を促進するため、販路開拓アドバイザーを配 

    置した。 
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○販路開拓企業件数        １６７件 

○あっせん紹介件数        ４３９件 

○あっせん成立件数        １６６件 

○あっせん成立金額    １１７，１２７千円 

 

（２）展示会・商談会等開催事業 

     県内中小企業が、いしかわ産業化資源活用推進ファンド等の支援策を活用し開発した新製品 

    等を広くPRするため、県内外で展示商談会等を開催し、販路開拓を支援した。 

      

「第９２回 東京インターナショナルギフトショー秋への出展」 

○会 期：令和３年１０月１３日～１５日（３日間） 

○会 場：東京国際展示場（東京ビッグサイト）南ホール 

○出展者：２２社 

「首都圏等バイヤー招聘型マッチング事業（石川県食品協会主催事業への協力）」 

○会 期：令和３年１０月１３日 

○会 場：ＡＮＡクラウンプラザホテル金沢 

○出展者：７２社 

○招聘バイヤー数：１６社（ISICO招聘5社） 

「招聘型商談会（オンライン含む）」 

○開 催 回 数 ：７回  

○招 聘 企 業 ：１０企業 

○商 談 企 業 ：県内企業延べ１０３社と商談 

「地元素材にこだわった商品マッチング商談会」 

○会   期：令和４年２月２２日（火） 

○会   場：金沢東急ホテル ５階「ボールルーム」 

○出 展 者：２１社 

○商談企業：県内都市型ホテル １３社 

 

（３）ＩＴビジネスマッチング促進事業 

本県ＩＴ産業の受託開発体質からの脱却を目指し、意欲あるＩＴベンチャー等を対象として、

企画提案力の強化につながる勉強会の開催やビジネスモデル構築の支援、自社製品をＰＲでき

る商談会の開催等を行った。 

 

「製品開発に関するハンズオン支援」 

  ○開催回数：５回 

  ○参加企業：７社 

「WEB制作希望企業と県内WEB制作企業との商談会（オンライン）」 

○開 催 日：令和４年１月１４日 

○参加企業：ITベンダー企業 ５社、ユーザー企業 ６社 

○商 談 数：１８件 

「ＣＥＡＴＥＣ ＪＡＰＡＮ ２０２１（ONLINE）への出展」 

○開 催 日：令和３年１０月１９日～１０月２２日（４日間） 

○出 展 者：２社 

○アクセス数：１，６４４件（資料ダウンロード数：１４６件） 
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  （４）アンテナショップ活用促進事業 

首都圏に販路開拓を希望する中小企業者を対象に、東京銀座にある石川県のアンテナショップ

にて試食販売を行い、消費者の意見を提供し、商品改良や販路開拓を支援した。 

 

○実施企業数：１０社 

 

（５）販路開拓強化支援事業 

新型コロナウイルス感染拡大による影響を受けた県内中小企業等の、需要回復・販路拡大

にかかる取り組みを支援した。 

 

「国内外展示会への出展補助」 

○助成件数１５８件   助成額６２，１１３千円 

「動画等販路開拓ツール制作経費補助」 

○助成件数１６３件   助成額３５，８８５千円 

 

（６）海外販路開拓支援事業  

人口減少による国内市場の縮小が見込まれる中、新興国市場、特に東南アジア・東アジア

の需要の取り込みは重要となっており、両地域のトレンド発信地であるシンガポール、香港

の現地バイヤーとオンラインによる商談会を実施し、海外販路開拓を支援した。 

 

「香港オンライン商談会」 

○会  期：令和４年１月～３月 

○参加企業：県内食品、伝統工芸関連企業等５３社 

○参加バイヤー：現地食品商社、伝統工芸バイヤー等１８社 

○商談件数：７１件 

     「シンガポールオンライン商談会」 

       ○会  期：令和３年１０月 

○参加企業：県内食品関連企業２３社 

○商談件数：８５件 

     「オンライン商談会の開催（食品）」 

○会  期：令和４年２月～３月 

○参加企業：県内食品関連企業２７社 

○参加バイヤー：現地日本食レストラン等４社 

○商談件数：４１件 

     「現地飲食店におけるプロモーションの実施」 

       ○会  期：令和４年３月 

○開催場所：現地日本食レストラン２店舗 
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Ⅲ．経営基盤の強化促進 

    

１．情報提供事業 
 

中小・ベンチャー企業の経営に役立つ文献や図書、研修用DVDソフトなどを整備し、情報ライブ

ラリの充実と利用促進を図るとともに、情報データベースの提供、情報誌の発行、各種広報印刷

物による情報の発信・提供に努め、ISICO事業の活動内容と成果の普及を図った。 
   

（１） 情報ライブラリの運営 

○利 用 件 数  １，２１５件 
 

（２）情報誌の発行 

「情報誌「ＩＳＩＣＯ」の発行」 

○主な内容：県内中小・ベンチャー企業活動情報、産学官連携活動情報等 

○発行部数： ６，５００部（年６回発行）  
 

（３）産業創出デジタルネットワーク運営事業  

産業情報のポータルサイトとして、中小・ベンチャー企業を応援するホームページ「ＤＧ

net・デジネット」を運営し、各種ビジネス情報の収集・提供、経営や技術に関する支援サービス

等の提供を行うことにより、中小・ベンチャー企業の創造的事業活動を効率的に支援した。 

○アクセス件数      ２，２８８，２２６件 

○ＤＧネット情報登録数     １４，０３７件 

○メール配信登録者数       ７，５３４人 

 

２．経営力強化支援事業 
 

中小企業・小規模事業者等が抱える創業から経営革新、経営改善、事業承継などあらゆる経営課

題の相談に迅速に対応するため、専門知識を有するアドバイザーを配置し、中小企業等の経営力強

化を総合的・集中的に支援した。 

○窓口相談・訪問件数   １１，９７２件 

 

（１）専門家派遣事業 

コロナ禍における企業の多様なニーズに対応するため、財務状況等の分析・診断から、回

復・成長に向けた新たな取組（新分野展開、販路開拓）など、企業活動を一貫してきめ細かく

支援した。また、デジタル化の推進について、技術面のみならず、経営面も含めた助言をする

アドバイザーを派遣し、企業のデジタル化を支援した。 

○専門家派遣件数      ２，０１２件（４９５社） 

うち、経営力強化総合支援アドバイザー派遣 １，４８７件（３５０社） 

デジタル化推進経営アドバイザー派遣   ２６５件（ ６８社） 

 

（２）よろず支援拠点事業 

中小企業診断士、弁護士、税理士等の専門家を配置し、中小企業・小規模事業者が抱える様々

な経営課題にワンストップで相談対応を行った。 

○来訪相談件数       ３，２６５件 
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（３）中小企業再生支援事業 

産業競争力強化法に基づく認定支援機関として、中部経済産業局から「中小企業再生支援協議

会事業」の委託を受け、経営上の問題を抱えながらも、意欲をもって事業の再生に取り組もうと

する県内中小企業の再生を支援した。 

○新規相談社数              ６２社 

○計画策定完了件数            ４０件 

 

（４）経営改善支援センター事業 

借入金の返済負担等、財務上の問題を抱えている中小企業・小規模事業者を対象に経営改善計

画策定支援を行った。 

○経営改善計画策定支援受理件数     ６件 

○早期経営改善計画策定支援受理件数  ４１件 

 

（５）事業承継・引継ぎ支援センター事業 

中小企業・小規模事業者の事業承継・事業引継ぎに関する課題解決に向けた適切な助言、情報

提供、マッチング支援を行った。 

○新規相談対応（譲渡・譲受）件数 ２３１件 

      〃  （親族内）      １０７件 

○成約（譲渡・譲受）件数      ２９件 

  〃   （親族内）       ２２件 

 

（６）新たな需要を取り込む新技術・新製品開発事業費補助金交付事業 

（令和２年度補正繰越事業） 

○助成件数  ２４件   助成額   ４１,６１３千円 

 

（７）コロナ時代に適応する設備導入支援事業費補助金交付事業 

（令和２年度補正繰越事業） 

○助成件数   ６件  助成額   ２４,２２５千円 

 

３．設備導入支援事業 

 

（１）新分野進出・事業転換支援事業 

コロナ禍にあっても、売上の確保や新たな成長を目指し、新分野への進出や事業転換等に取

り組むための事業を助成した。 

○助成件数  １０９件（助成額   ８２，８８４千円） 

 

（２）飲食・観光関連需要開拓緊急支援事業 

新型コロナウイルスの影響が長期化する中、厳しい状況にある飲食・観光関連事業者を対象

に、自ら需要を開拓し、業績の回復につなげる前向きな取組を支援した。 

○助成件数  ２４３件（助成額  ２１８，０８８千円） 

 

（３）デジタル化設備導入支援事業 

製造工程等のデジタル化による生産性の向上を図るため、県内企業のデジタル化設備の導入

を支援した。 

○助成件数 １２０件（助成額 ３３４，９１４千円） 
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（４）設備貸与事業 

県内中小企業の経営基盤強化に必要な設備の導入を促進するため、設備貸与割賦事業を実施

した。 

○貸与件数              ７件  

○設備金額  ２０７，１５０千円 

○貸与金額  １５８，３１０千円 

 

４．産業人材確保・育成支援事業 

 

（１）産業人材確保定着支援事業 

県内中小企業からの人材相談に対応するため専門のアドバイザーを配置し、県内企業経営者、

人事担当者等を対象とし、人材マネジメント・組織開発全般に関するセミナーを開催するとと

もに、人材の採用・育成・定着等について支援した。 

○相談指導件数      １３７件 

○企業向け人材セミナー   １６回 受講者数：２７７人 

 

  （２）産業大学講座等セミナー開催事業 

経営全般、人材確保、ＩＴ活用等に関する各種セミナーや、県工業試験場と連携した技術セミ

ナーを開催し、中小･ベンチャー企業の意識啓発と人材育成を支援した。 

 

○セミナー開催件数        ２４２回 受講者数：３，８１３人 

うち 経営支援セミナー    １０４回 受講者数：１，０４５人 

      人材セミナー       ２５回 受講者数：  ２８９人 

      ＩＴ活用セミナー     ６１回  受講者数：１，２００人 

      技術セミナー       ５２回 受講者数：１，２７９人 

 

５．地域商業活性化推進事業 
 

地域商業の活性化を図るため、商店街が行う集客イベントや商店街の有志グループ等が行うビジ

ネスプランの事業化等を支援した。 

○助成件数       ２件（助成額  １，６１０千円） 
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Ⅳ．産業振興施設の管理運営 

 

１．会議室・研修室等の提供事業 
 

（１） 地場産業振興センター管理運営事業 

 

＜貸館事業＞ 

主要経済団体等の拠点集積による相乗効果を目的とした施設運営及び産学官の交流や人材養成

のための研修・会議等の場を提供した。 

 

区 分 大ホール 
ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ 

会議室 研修室 合計 
 ホール 

室 数    1  1  8  10  20  

件 数    218  275 1,433 2,880 4,806  

金 額(千円) 20,219  14,110 18,600 56,859  109,788 

稼働率    62.1% 78.3% 48.8% 82.1% 68.5% 

延べ利用人数 ２２０，８６６人（視察・展示会等含む） 

＜企画展示事業＞ 

県内企業等が開発した新商品や地場産品等を石川県地場産業振興センター内の展示施設じば

さんギャラリー等の企画展示会を通じて紹介し、当該商品、サービスの需要開拓を支援した。 

 

① 本館（じばさんギャラリー） 

・第３５回全国手づくりガラス展（令和３年６月２３日～７月３０日） 

・第３６回全国やきものの里展（令和３年１０月６日～１１月２９日） 

など、８回の展示会を開催 

② 新館（展示室） 

・「穴水のイチ推し商品」穴水町商工会（令和３年９月３日～１０月５日）  

・令和３年度プレミアム石川ブランド製品紹介展（令和３年１１月１２日～１２月１２日） 

など、１０回の展示を実施 

 

（２）いしかわハイテク交流センター管理運営事業  

サイエンスパークの交流拠点である「石川ハイテク交流センター」の管理運営を行い、施設 

の利用促進を図るとともに、サイエンスパークの総合窓口として、大学、企業、支援機関等の

産学官連携を推進した。 

 

利用項目 利用件数 延べ利用人数 

宿泊施設  ４７１件 ５２３人 

会議室等 ３９０件 ４，９７７人 
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２．創造拠点施設の提供事業 

 

（１）サイエンスパーク新産業創造拠点化事業 

サイエンスパークの新産業創造拠点化を推進するため、窓口機能の強化を図り、インターネッ

トによる情報の発信、パーク内交流会の開催や産学・産業間連携に向けたコーディネート活動

等を積極的に展開するとともに、進出企業等がより高度な研究開発に取り組むため、情報ネッ

トワークのインフラ管理と利用促進を図り、ベンチャー企業や研究開発型企業の立地・集積を

促進した。 

 

○ＩＳＰ入居企業相談会        ６回（１７社） 

〇ＩＳＰ昼食交流会          １回（１３人） 

 

（２）いしかわクリエイトラボ運営事業  

創業間もないベンチャー企業や新分野進出・新技術の開発等を行う中小企業のインキュベート 

施設「クリエイトラボ」の管理運営を行うとともに、入居企業の各種相談の対応や専門家等の

斡旋・紹介、入居企業の交流会等を開催することにより、創造的な研究開発活動を促進し、入

居企業の自立成長を支援した。 

 

○入居企業数 ３９社 

 

（３）いしかわフロンティアラボ整備・運営事業  

サイエンスパークに、ベンチャー企業や研究開発型企業の集積を図り、新産業創造の拠点形成

を推進するため、企業の初期投資軽減を目的とした施設「フロンティアラボ」を運営した。 

 

○入居企業数 １０社、１８棟 
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第 3. 庶 務 事 項 

 
年 月 日 事               項 

R3.6.14 

 

 

 

理 事 会（同意書） 

・令和２年度事業報告について 

・令和２年度決算報告について 

・定時評議員会の開催について 

R3.6.28 

 

 

 

 

定 時 評 議 員 会（同意書） 

 ・令和２年度決算報告について 

・任期満了に伴う会計監査人の選任について 

 【退任】森 一朗 氏 【新任】窪田 隆之 氏 

・報告【令和２年度事業報告】 

R3.11.18 

 

 

 

理 事 会  

・令和３年度事業計画の一部変更（追加）について 

・令和３年度収支補正予算（一次補正）について 

・報告【令和３年度上半期の事業実施状況】 

R4.3.24 

 

 

 

 

 

理 事 会  

・令和３年度収支補正予算について 

・令和４年度事業計画及び収支予算について 

・令和４年度事業資金の借入について 

・会計監査人の報酬について 

R4.3.27 

 

 

 

評 議 員 会（同意書） 

・理事の選任について 

【辞任】谷本 正憲 氏（代表理事理事長） 【新任】田中 新太郎 氏 

R4.3.27 

 

 

 

理 事 会（同意書） 

・代表理事理事長の選任について 

【田中 新太郎 氏】 

 

 

 

【事業報告書の附属明細書】 

事業報告の内容を補足する重要な事項はないため、附属明細書は作成しない。 


